
１．はじめに

２．社会実験の概要

図－１ 調査の全体構成

３．アクアライン交通量の変化

千葉県の湾岸地域は、東関道、京葉道、国道１６

号等の幹線道路が集中しており、一般道では慢性的

な交通混雑が発生している。本社会実験は、湾岸地

域の交通需要が多い朝方・夕方の時間帯に、アクア

ラインの通行料金を割引することで、アクアライン

への交通転換を促進し、湾岸地域の交通混雑の緩和

に寄与することを目的としている。本稿では、社会

実験の概要について紹介する。

（１）実施内容

・実施期間：平成１９年２月１日～２月２８日

・対象道路：東京湾アクアライン

・対象車両：ETC 全車

・対象時間：６時～１０時、１４時～２０時

・割 引 率：現行のETC割引料金から更に３割引

（２）調査内容

調査では、アクアライン及び湾岸部周辺道路の交

通状況の変化を把握するために、トラフィックカウ

ンター、IC 間 OD 交通量等のデータだけでなく、

ETC 車両走行データを用いて、千葉（NEXCO）～

東京・神奈川・埼玉（首都高）間の交通流動の変化

を利用経路、利用時間帯、利用頻度などの視点から

分析した。

また、道路利用者に対して、インターネットや

SAPA でアンケート調査を実施し、道路交通デー

タだけでは把握できないドライバーの特性や移動目

的・理由などを検討した。湾岸部の企業、運送事業

者に対しては、企業活動への影響、今後の利用意向、

新たな施策への期待などのニーズを把握するために、

アンケート・ヒアリング調査を実施した（図－１）。

社会実験中のアクアライン総利用台数は約５１万

台であり、うち ETC 車両は約４０万台、割引時間

帯の利用台数は約２８万台であった。

実験中の平均日交通量は１８，３４０台で、昨年同月

より約２６％（３，７８０台）増加している。特に、割引

時間帯の ETC 車は約４７％（３，１４０台）増加し、非
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表－１ 社会実験料金

図－２ 全日全車平均交通量
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４．周辺道路の交通状況の変化

割引時間帯の伸びと比較して高い（図－２、図－３）。

平成１９年１月、２月、３月を比較すると、２月の

交通量が最も多く、休日の割引時間帯において対前

月の変化が大きい（図－４、図－５）。

湾岸部の交通については、平成１９年２月の交通

量は１月と比較して、高速道路で１～２％ の増加に

対し、並行する幹線道路（国道３５７号・国道１４号）

では １％～２％ 減少した（図－６）。国道１４号（谷

津付近）の最大渋滞長は若干の減少がみられた（図－７）。

図－３ 割引時間帯 ETC車平均交通量

図－６ 習志野断面における交通量変化（全日）

図－４ 割引時間帯 ETC車平均交通量（平日）

図－５ 割引時間帯 ETC車平均交通量（休日）

図－７ 国道１４号習志野市谷津付近の渋滞長
出典：（財）日本道路交通情報センター
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５．首都高速～千葉県内高速道路の交通流
動の変化

木更津地域～首都高の移動において、社会実験に

よりアクアラインの分担率が上昇し、特に埼玉地域、

東京北部地域との移動では分担率が１月から２月で

６％ 以上上昇した。また、神奈川地域、東京西部

地域・東京南部地域との移動では、大半がアクアラ

インを利用している。他の地域間の移動では、現状

の分担率は低いものの割引によって分担率が上昇し、

アクアラインの利用が促進された（図－８）。

ETC 車両走行データをみると、千葉県内高速道

路と神奈川地域間の移動において、木更津地域、市

原地域を発着する移動の大半はアクアラインを利用

している。東金地域でも５割程度がアクアラインを

利用しており、神奈川地域との移動の分水嶺をアク

アラインの分担率が５０％ となる境界とすると、千

葉東 JCT 付近と考えられる。割引による分水嶺の

北への移動は明確ではないが、東関道地域、千葉地

域でも分担率の上昇が確認された（図－９）。

２月の割引時間帯にアクアラインを利用し、かつ

京葉道、東関道を利用していない ETC 車両を対象

として、実験前後の１月と３月の利用経路を集計す

ると、約１４％ の車両は１月、３月には京葉道、東

関道のみを利用しており、割引によってアクアライ

ンへ経路を転換したものと推測される（図－１０）。

図－１０ 割引適用車両の１月、３月の利用経路

図－８ 木更津～東京・神奈川のアクアライン分担率

図－９ 千葉～神奈川のアクアライン分担率

図－１１ 実験割引がなかった場合の行動
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６．個人利用者への影響

７．事業者への影響

８．おわりに

アクアラインを利用した ETC 利用者のうち約

２５％ の人が「社会実験の料金割引があったから利

用した」と回答している。また、誘発、転換交通が

それぞれ約１割あった（図－１１）。

社会実験で、アクアラインの利用が増えた人、利

用時間帯を変更した人はそれぞれ約３割である（図

－１２、図－１３）。

トラック事業者へのアンケート調査結果をみると、

社会実験による効果として、アクアラインを利用し

たことによる「ドライバーの負担軽減」が最も多く

挙げられている（図－１４）。

今後、アクアラインの料金割引が続くことにより、

「ドライバーの負担軽減」だけでなく、「コスト削減」、

「時間短縮」、「環境改善」などの多様な効果に期待

が寄せられている（図－１５）。

東京湾アクアラインにおける最初の ETC 割引社

会実験は、平成１４年７月～平成１８年３月まで実施

された。さらに、本稿で紹介した平成１９年２月の

実験を受けて、８月からは、高速道路ネットワーク

の更なる有効活用に向け、東京湾周辺地域の料金調

整を行い、交通の適正化を図る「ベイ割」料金社会

実験として、時間帯割引と特定区間割引を実施して

いるところである。これまでの社会実験で得られた

データや知見が、料金施策の本格導入の検討に活か

されていくことを期待している。東京湾アクアライ

ンの社会実験で初めて開発した ETC 車両の走行

データを用いた分析手法は、弾力的な料金施策を検

討する際の有力なツールになると考えている。

最後に、弾力的な料金施策を実施する際の課題を

指摘しておきたい。料金施策にとっては、広報等を

通じて、利用者に施策の内容をわかりやすく知らせ、

認知を高めることがとても重要である。利用者の認

知が低ければ、交通の転換は望めない。インターネッ

トやカーナビを通じて、渋滞や所要時間等の交通情

況とあわせて料金施策の内容を情報提供するシステ

ムの開発が望まれる。

図－１２ 利用頻度の変化

図－１５ 割引継続によって予想される影響・効果

図－１３ 利用時間帯の変化

図－１４ 社会実験による影響・効果
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